
第９次総量削減計画（京都府）
策定の方向性について

資料３



国の水質総量削減制度
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瀬戸内海環境保全特別措置法 第12条の３
水質汚濁防止法 第４条の２

水質汚濁防止法 第４条の３

今回、京都府が
策定する部分



水質汚濁防止法に基づく総量削減の
指定水域及び指定地域
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海域毎の環境基準の達成率（COD）

大阪湾

瀬戸内海
（大阪湾を除く）

達成率が上がらない原因（推定）
・難分解性有機物の存在
・出水や外海、気候変動の影響など
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近年横ばい



COD汚濁負荷量の推移

（出典) 「発生負荷量管理等調査」(環境省)及び関係都府県による推計結果

京都府内の発生負荷量

（単位：トン／日）
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汚濁負荷量が大きかった昭和54～58 年から
平成６～10 年にかけて水質濃度の低下が見

られたが、近年の水質濃度が低い状況にお
いては、汚濁負荷量が減少しているものの、
水質濃度は横ばい。

CODに係る負荷と水質改善の関係

6



海域毎の環境基準の達成率（全窒素・全りん）

大阪湾

瀬戸内海
（大阪湾を除く）

新たな課題
・冬季低温期のノリ養殖への影響懸念
・大阪湾奥部は栄養塩類の偏在
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基準達成



窒素汚濁負荷量の推移

（出典) 「発生負荷量管理等調査」(環境省)及び関係都府県による推計結果

京都府内の発生負荷量
（単位：トン／日）
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りん汚濁負荷量の推移

（出典) 「発生負荷量管理等調査」(環境省)及び関係都府県による推計結果

京都府内の発生負荷量
（単位：トン／日）
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第９次水質総量削減の在り方について
（中央環境審議会答申）[令和3年3月25日] P.31 4-1(1)ウ（抜粋1/2）

• 大阪湾においては、窒素及びりんについて、平成22 年度から環境基準

の類型指定が行われている３水域の全てで環境基準が達成された状況
が続いており、栄養塩類の不足が指摘されている海域もある。ＣＯＤにつ
いては、一部で環境基準を達成していない水域があり、湾奥部において
貧酸素水塊が依然として発生しているものの、底質や底生生物の生息
状況が改善するなど底層環境の改善傾向が見られる。

• このため、湾全体としては現在の水質を維持するための取組を継続しな
がら、湾奥部など問題が発生している特定の海域において、局所ごとの
課題に対応する必要があると考えられる。
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• 対策に当たっては、ＣＯＤ、窒素及びりんのいずれも更なる汚濁負荷量の
削減のための規制の強化は行わず、これまでの取組を維持することが妥
当である。湾奥部など一部の海域において貧酸素水塊などの問題が発
生しているが、負荷削減によりその他の海域で指摘されている栄養塩類
の不足が更に進む懸念もあることから、総量規制としての汚濁負荷削減
ではなく、栄養塩類の偏在の解消に向け、後述する（２）の対策＊を局所
的に講ずる必要がある。なお、特定の海域によっては、汚濁負荷削減が
最も有効かつ現実的な手法となる場合もあることから、局所対策としての
汚濁負荷削減を否定するものではない。

• なお、令和７年に大阪・関西万博の開催が予定されており、魅力ある地域
資源としての発信の好機であることに鑑み、きれいで豊かな海の実現に
向けた取組の推進が重要である。 11

＊生活排水処理施設の整備、流況改善、藻場・干潟の再生・創出 など

第９次水質総量削減の在り方について
（中央環境審議会答申）[令和3年3月25日] P.31 4-1(1)ウ（抜粋2/2）



１）目標年度

令和６年度

２）削減目標量 （単位：トン／日）
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第９次総量削減基本方針
[令和4年1月24日] （抜粋1/2）



３）削減目標量達成に向けた考え方及び施策

• 考え方

瀬戸内海のうち、大阪湾においては、湾全体としては現在の水質を維持するための
取組を継続しつつ、湾奥部における赤潮や貧酸素水塊など、問題が発生している特
定の海域において、局所ごとの課題に対応することとし、大阪湾を除く瀬戸内海にお
いては、現在の水質を悪化させないこととする。

・ 施策

生活排水処理施設の整備、適切な総量規制基準の設定等の対策により、陸域から
の汚濁負荷量を削減するとともに、「豊かな海」の実現のため、水質浄化及び生物多
様性・生物生産性の確保等の重要性に鑑み、地域の実情を踏まえた、藻場・干潟の
再生・創出、底質改善対策、窪地対策、環境配慮型構造物の採用等の取組を推進す
ることで、総合的に水環境の改善を図る。
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第９次総量削減基本方針
[令和4年1月24日] （抜粋2/2）



第９次総量削減計画（京都府）策定の方向性（案）

国の総量削減基本方針に従い、内陸に位置する京都府では、以下の施策を推進
することにより、目標達成を図ることとし、第９次総量削減計画を策定する。

① 引き続き下水道整備を推進し、普及率の向上を図る。

② 事業場排水に対する総量規制は現行のままとし、強化は行わない。

③ 農地における化学肥料の施用量の低減や、畜産業における家畜排せつ物の
適正処理の推進等の施策を継続する。
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（単位：トン／日）８次計画の概要

主な削減方途：下水道の普及・高度処理化の推進、農業や畜産業からの負荷削減対策、
事業場排水に対する総量規制 等

目標達成

９次計画の方向性（案）



今後のスケジュール

R4.３月 環境管理部会開催（今回）

６月 中間案を府議会へ報告

パブリックコメントを実施

７月 環境管理部会開催（２回目）

環境審議会答申

国との協議（※法定手続）

９月 最終案を府議会へ報告

１０月 総量削減計画の公表
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